
福岡県警察本部訓令第１号 

  福岡県警察電子署名規程を次のように定める。 

   平成３０年１月１８日 

                            福岡県警察本部長 髙木 勇人 

   福岡県警察電子署名規程 

（趣旨） 

第１条 この訓令は、別に定めがあるもののほか、福岡県警察における電子署名の実施並びに電

子署名用ＩＣカードの管理及び運用に関し必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この訓令において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

⑴ 電子署名 電子署名及び認証業務に関する法律（平成１２年法律第１０２号）第２条第１

項に規定する電子署名をいう。 

⑵ 署名符号 電子署名を行うために用いる符号をいう。 

⑶ 署名検証符号 署名符号と対応する符号であって、電子署名が当該署名符号により行われ

たものであることを確認するために用いられるものをいう。 

⑷ 電子証明書 署名検証符号が所属長に係るものであることを証明するために作成する電磁

的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で

作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。以下同じ。

）をいう。 

⑸ 電子署名用ＩＣカード 署名符号、署名検証符号及び電子証明書を記録した電磁的記録媒

体（電磁的記録に係る記録媒体をいう。）をいう。  

⑹ 認証局 電子署名用ＩＣカードの発行その他の電子署名に係る認証に関する処理を行うた

め設置された地方公共団体組織認証基盤をいう。 

⑺ 所属 福岡県警察本部の課、警務部監察官室及び部の附置機関、福岡市警察部庶務課、北

九州市警察部機動警察隊、警察学校並びに警察署をいう。 

⑻ 所属長 所属の長をいう。 

（電子署名） 

第３条 電子署名は、認証局により作成された署名符号を用いて行うものとする。この場合にお

いて、電子署名は、次条に規定する電子証明書で証明される署名検証符号に対応する署名符号

を用いて行うものとする。 

（電子証明書） 



第４条 電子証明書には、電子署名を行う所属の名称を冠した福岡県警察における権限者の字句

を記録するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、特定の用途に使用する場合は、前項の字句に続けて当該特定の用

途を記録するものとする。 

（管理責任者） 

第５条 福岡県警察本部に、管理責任者を置き、総務部長をもって充てる。 

２ 管理責任者は、次に掲げる事務を行うものとする。 

 ⑴ 電子署名用ＩＣカードの登録に関すること。 

 ⑵ 電子署名用ＩＣカードの管理及び電子署名の実施の指導監督に関すること。 

 ⑶ 前２号に掲げるもののほか、電子署名用ＩＣカードの管理及び電子署名の実施の総括に関

すること。 

（副管理責任者） 

第６条 福岡県警察本部に、副管理責任者を置き、総務部総務課長をもって充てる。 

２ 副管理責任者は、管理責任者を補佐するものとする。 

（所属管理責任者） 

第７条 電子署名用ＩＣカードを備え付ける所属に、所属管理責任者を置き、所属長をもって充

てる。 

２ 所属管理責任者は、所属における次に掲げる事務を行うものとする。 

 ⑴ 電子署名用ＩＣカードの管理に関すること。 

 ⑵ 電子署名の実施に関すること。 

 ⑶ 前２号に掲げるもののほか、電子署名用ＩＣカードの管理及び電子署名の実施の総括に関

すること。 

（保管責任者等） 

第８条 電子署名用ＩＣカードを備え付ける所属に、保管責任者を置き、次席、副隊長、副校長

又は副署長をもって充てる。 

２ 保管責任者は、電子署名用ＩＣカードの適切な保管のために必要な事務を行うものとする。 

３ 保管責任者は、必要があると認めるときは、保管補助者を指定して保管責任者の事務を代行

させることができる。 

（電子署名主任者） 

第９条 電子署名用ＩＣカードを備え付ける所属に、電子署名主任者を置き、電子署名に関する

事務を担当する課の警部の階級（同相当職を含む。）にある者をもって充てる。 



２ 電子署名主任者は、所属管理責任者の命を受け、電子署名用ＩＣカードの使用に関する事務

が適正に行われるよう管理するものとする。 

（電子署名担当者） 

第１０条 電子署名用ＩＣカードを備え付ける所属に、複数人の電子署名担当者を置き、電子署

名に関する事務を担当する係の職員のうちから所属管理責任者が指定する者をもって充てる。 

２ 電子署名担当者は、電子署名主任者の指示を受け、電子署名用ＩＣカードの使用に関する事

務を行うものとする。  

（電子署名用ＩＣカードの発行及び更新） 

第１１条 所属管理責任者は、電子署名用ＩＣカードの発行又は更新をする必要があるときは、

管理責任者に申請するものとする。 

２ 管理責任者は、前項の規定による申請を受けた場合において、必要があると認めるときは、

認証局に電子署名用ＩＣカードの発行又は更新を申請するものとする。 

（電子署名用ＩＣカードの登録等） 

第１２条 管理責任者は、電子署名用ＩＣカードの管理に関する台帳を備え、必要な事項を登録

するものとする。 

２ 副管理責任者は、前項の規定により登録した電子署名用ＩＣカードの有効期間が満了する場

合その他必要と認める場合は、電子署名の実施の適正を図るため、所属管理責任者に対し当該

電子署名用ＩＣカードの更新又は廃止に関し必要な指示を行うものとする。 

（電子署名用ＩＣカードの保管） 

第１３条 保管責任者は、電子署名用ＩＣカードを使用しないときは、当該電子署名用ＩＣカー

ドを施錠設備のある鋼鉄製の保管庫で厳重に保管しなければならない。 

（電子署名用ＩＣカードの失効申請及び事故報告） 

第１４条 所属管理責任者は、次の各号のいずれかに該当するときは、直ちに電子署名用ＩＣカ

ードの失効を管理責任者に申請しなければならない。 

⑴ 署名符号の危たい化（紛失、盗難等により他人によって使用されるおそれのある状態にな

ることをいう。）その他の理由により電子署名用ＩＣカードが不正に使用されるおそれが生

じたとき。 

⑵ 所属名の変更その他の理由により電子証明書に記録されている事項に変更が生じたとき。 

⑶ 物理的又は電子的な破損その他の理由により電子署名用ＩＣカードが使用できなくなった

とき。 

⑷ 組織の改正その他の理由により電子署名用ＩＣカードを使用しなくなるとき。 



２ 所属管理責任者は、前項の規定による申請が同項第１号又は第３号によるものであるときは

、速やかにその日時、場所、事故の状況等を調査し、管理責任者を経由して警察本部長に報告

しなければならない。 

３ 管理責任者は、第１項の規定による申請を受けたときは、直ちに認証局に電子署名用ＩＣカ

ードの失効を申請するものとする。 

（電子署名用ＩＣカードの返納及び廃棄） 

第１５条 所属管理責任者は、電子署名用ＩＣカードの更新又は失効により当該電子署名用ＩＣ

カードが不用となったときは、当該電子署名用ＩＣカードを速やかに管理責任者に返納しなけ

ればならない。 

２ 管理責任者は、前項の規定により電子署名用ＩＣカードの返納を受けたときは、署名符号、

署名検証符号、電子証明書その他の情報が漏えいしないように総務部総務課において当該電子

署名用ＩＣカードの記録を確実に消去した上で、必要な措置をとらなければならない。ただし

、管理責任者は、電子署名用ＩＣカードの失効に伴う返納を受けた場合において、当該電子署

名用ＩＣカードの記録を消去し難いときは、当該電子署名用ＩＣカードを裁断等復元できない

方法により廃棄するものとする。 

（電子署名の実施） 

第１６条 電子署名担当者は、電子署名を実施しようとする文書が決裁を終えた文書と相違ない

ことを確認した上で、電子署名主任者の管理の下に、電子署名を実施しなければならない。 

（電子署名用ＩＣカードの使用状況の調査等） 

第１７条 管理責任者は、電子署名用ＩＣカードの使用状況、保管状況その他必要な事項につい

て、副管理責任者に調査させ、又は指導させるものとする。 

２ 副管理責任者は、前項の規定により調査し、又は指導する場合において、必要と認めるとき

は、所属管理責任者にその事務についての報告を求め、又は説明資料等の提出を求めることが

できるものとする。 

（運用細則） 

第１８条 この訓令の運用に関し必要な細目的事項については、別に定める。 

   附 則 

 この訓令は、平成３０年２月５日から施行する。 


